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研究成果の概要：持続的に環境資産を形成するためのシナリオを検討し、①都市や地域の

再生に関する課題や将来的な目標像を、地域住民やコミュニティ組織などと協働しながら

共有化し、その解決策を検討するアーバン・デザイン・センターを大学が運営する、②都

市・地域の構造を定めた都市計画という地域サイドのニーズに大学のキャンパス計画を関

連づけ、地域と大学が一体的に計画整備されていく計画体系の整備、③都市・地域が新た

な展開を求めて動こうとした時に、構造的に転換を計らなければならない課題を解決する

ために、大学キャンパスの整備計画を起爆剤として転換を計ろうとする、④行政、市民組

織、企業と大学が連携し、新しい地域づくりを協働で進めるための活動母体となる中間的

な受け皿を形成し、そこが中心となり活動を展開していく、といった４つを抽出した。 
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１．研究開始当初の背景 
(1) 研究代表者をはじめとする研究組織は、
都市、地域と大学の持続的な環境整備にお
いて、連携可能な計画体系と協働可能な資
源・環境マネジメントのあり方についての
研究を行い、都市と大学が連携する計画シ
ステムについて検討を重ねてきた。 
(2) その上で明らかになってきた課題とし
ては、計画システムの構築論だけではなく、
連携のための主体形成における大学の役割
とその幅の広がりの必要性である。 

(3) そして、大学は、物的資源としてのハー
ド要素から人的・知的資源としてのソフト要
素までを含む地域の環境資源を形成させる
ために、地域においてより共益的な立場にお
けるマネジメント主体として、地域の他の主
体である行政、企業、市民をつなぐ役割を果
たすことがこれから必要なのではないかと
いう仮説が生まれた。 
 
２．研究の目的 
 このような背景より、本研究の目的は、大
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学と都市・地域の連携によって地域の環境的
資産を形成して行くプロセスの重要性を認
識し、具体的な連携の課題と実現性を持った
プログラムや仕組みを開発するために、大学
と地域の連携実現プラットフォームの可能
性と検証を行うことである。 
 
３．研究の方法 
 具体的に研究の実施計画と方法は、以下の
通りである。 
2007 年度： 
(1) 地域の環境的資産を構築するための大
学・地域連携における共通課題の抽出を、①
既存調査データより欧米事例のレビュー、②
日本の状況をアンケートで把握を行った上
で、比較し、共通課題を抽出した。 
 

(2) 以上の分析をもとにして、①地域コミュ
ニティの自立を支援する人材づくりの核と
なるコミュニティ・カレッジとしてオレゴン
州ユージーンのレーン・コミュニティ・カレ
ッジ、②立地する都市の計画の対するシンク
タンク的機能を教育・研究両システムに組み
込んでいるポートランド州立大学、③都市再
生に関して独立したメトロポリタン・デザイ
ンセンターを大学内につくり活動している
ミネアポリス州立大学の３事例に関して、学
長、計画担当理事、教授に対してのヒアリン
グ調査を実施した。（2007年 11月 17~25日） 
 
2008 年度： 
(3) 調査結果をもとに持続的に環境資産を
形成するためのシナリオを検討した。 
(4) 上記のシナリオを検証するために、ベル
リン工科大学、シュツットガルト工科大学、
ミュンヘン工科大学、トリノ工科大学に対し
てフォローアップ調査を行なった。 
(5) その上で、地域における環境資産を形
成するために行政主導から市民・企業・大学
の協働によって実現を計ろうとしている柏
の葉国際キャンパスタウン構想対象地区に
おいて、シンポジウムとワークショップを実
施し、地域環境再生を実現するためのプラッ
トフォームの形成に対してどのような可能
性があるかを地域住民、専門家などを交えて
抽出した。 
(6) (5)で行ったケーススタディより得られ
た課題と方向性をもとに、日本建築学会、日
本都市計画学会の大会に合わせてワークシ
ョップを開催し、参加者との討論を通じて、
多様な主体が連携できる社会的な仕組みの
アウトラインを検討した。また、地域と大学

の連携の方向性について本研究とそれ以外
の今までの成果も総合的検討を行った。 
 
４．研究成果 
(1)今までの研究成果をレビューする中で、
大学と地域の連携について、特に地域の環境
資源を形成という目的で見ると、日本と欧米
の取り組みには図１で示すようにいくつか
の違いが見られる。 
 欧米では、①民間、NPO、行政との協働に
よる生活基盤・環境整備を行っている、②都
市と大学双方で情報共有と課題検討を行う
体制構築がされている、③都市再生会社など
の中間的な組織と連携しながら中心市街地
などを再生しているという３つの視点を抽
出した。 
 一方、アンケートより、日本の場合の共通
課題は、①従来の地域貢献という枠組みの範
疇である教育・研究分野での公開講座、生涯
学習といったレベルのものが多いこと、②大
学総体としての体制づくりを行って、地域連
携を進めるような状態は極めて稀であるこ
と、③大学と地域の計画課題解決に向けた活
動主体として位置づける等、地域側の取り組
みも立ち後れていることが明らかになった。
（図１） 
 この違いがどこに起因するのか、またどの
ようにすれば具体的でかつ実現性を持った
プログラムや仕組みを構築できるのかが研
究の焦点となった。 
 
(2)事例調査より、図２のように欧米での試
みをどのように実現する方策があるのかを
３つの視点に整理した。その中から、レー
ン・コミュニティ・カレッジとポートランド
州立大学での取り組みにおける特徴を分析 

アンケート実施期間 2005年８月~12月

アンケート調査の対象と方法 国立：83校（回答数：70校、84.3％）

公立：72校（回答数：7校、9.7％）

私立：98校（回答数：18校、18.4％）
に対してキャンパス計画の責任者宛に郵送にて調査シートを送
付。郵送またはファックスにて回答

表 1：アンケートの概要 

図 1：大学の地域連携活動の実態（日本） 



 
すると以下のようにまとめられる。 
① レーン・コミュニティカレッジ（以下、LCC） 
LCC は、オレゴン州ユージーンにある学生

数 35,00 人のコミュニティカレッジである。
そのほとんどは、パートタイムの学生でフル
タイムは 12,500 人程度。職業訓練と学術の
両方を持つ総合カレッジで、1)オレゴン大学
などの研究大学へ進学や、企業へ就職するた
めの準備教育、2)様々な職業のスキルアップ
のための教育、3)生涯教育や語学教育の機会
提供、4)地域コミュニティへの貢献という４
つのミッションを持つ。 
特に地域コミュニティへの貢献という部

分では、雇用者の再教育も含め、新しいビジ
ネスの立ち上げを周辺自治体、企業と連携し
ながら支援する「スモールビジネス・ディベ
ロップメント・センター」という組織を持つ。
ここで展開されるプログラムをマネジメン
トしているのが、アドバイザリー・コミッテ
ィである。コミッティのメンバーは、学生を
雇用する企業や行政の人々で、カリキュラム
やプログラムとニーズのマッチングへの提
言や訓練、技術習得のために必要な機材の寄
付などを行っている。つまり、LCC の運営に
おける重要な一部分を地域の行政や企業、市
民などが参画して行っているのである。 

 
② ポートランド州立大学（以下、PSU） 
PSU は、ポートランドのダウンタウンの南

西部に位置する。独立したキャンパスではな

く、ポートランド中心部の西側を帯状に占め
る公園ブロック（Park Avenue）の南部分を
囲むようにして、ダウンタウンのブロックに
組み込まれた形で学部が点在する。 
PSU では、地域コミュニティと協働で様々

な地域課題を解いていくというプログラム
を大学のカリキュラムの中に組み込んでい
ることである。地域コミュニティに対する専
門の分野での教育機会の提供と、教員に対す
る都市に関する研究の奨励である。これは、
地域コミュニティに対する支援を大学の使
命にしたアーバン・サービング・ユニバーシ
ティと位置づけていることからも明確な姿
勢がわかる。具体的には、コミュニティ・ベ
ースド・ラーニングというプログラムがある
が、その中で地域コミュニティとの連携に関
わる教育・研究活動を実践しており、地域の
人々といっしょになって、課題を解いていく
ために必要な専門的な知識と、コミュニケー
ション能力、協働のスキルなどをトレーニン
グするプログラムである。これを実行してい
くために、地域コミュニティの中でパートナ
ーとして役割を演じてくれる企業や、NPO、
また、市、行政の関係部局など多くの関係者
を巻き込んだ仕組みが構築されている。 
図３に示したのは、大学の将来計画に対し

て、大学地区周辺のコミュニティとどのよう
に協働していくのかというものを示したも
のである。大学の将来計画において、近隣コ
ミュニティと協働でまちづくりを行いなが
ら、大学の機能を新たに地域の中に拡張して
いこうとする計画がつくられている。そのよ
うな拡張計画の中で大学がステークホルダ
ーとして連携・協働をはかっていく必要のあ
る近隣コミュニティを示しているのが図 
である。多種多様な地域の主体と連携しなが
ら、地域と大学双方の環境整備のプログラム
をつくりだしていることは、PSU の大学とし
ての取り組み姿勢を明確にしているといえ
る。 

 
(3)調査結果より、持続的に環境資産を形成
するためのシナリオとして、①都市や地域の
再生に関する課題や将来的な目標像を、地域
住民やコミュニティ組織などと協働しなが
ら共有化し、その解決策を検討するアーバ
ン・デザイン・センターを大学が運営する、
②都市・地域の構造を定めた都市計画という
地域サイドのニーズに大学のキャンパス計
画を関連づけ、地域と大学が一体的に計画整
備されていく計画体系の整備、③都市・地域
が新たな展開を求めて動こうとした時に、構
造的に転換を計らなければならない課題を

図２：欧米の地域連携活動の視点と具体化の方策 

図３：大学将来計画と周辺コミュニティとの関係 



解決するために、大学キャンパスの整備計画
を起爆剤として転換を計ろうとする、④行政、
市民組織、企業と大学が連携し、新しい地域
づくりを協働で進めるための活動母体とな
る中間的な受け皿を形成し、そこが中心とな
り活動を展開していく、といった４つを抽出
した。 
 
(4)上記のシナリオの②、③を検証するため
に行った追調査から、都市再生のための一つ
の起爆剤として大学キャンパスを位置づけ、
ブラウンフィールドをキャンパスに再生す
るプロジェクトを展開するトリノ工科大学
の分析を行った。 
 トリノ工科大学は、学生数約 27,000 人の 
工科大学であるが、地元産業界との連携が非
常に密な大学である。教育・研究以外に大学
のミッションとして、技術移転をあげており、
ビジネスセンターや関連ベンチャー企業を 
 

図４：都心再生における大学キャンパスの位置づけ 

表２：大学地域連携の仕組みと内容 



養成する拠点の設立、茶名な企業との連携協
定等、大学運営に企業・産業界は大きく関わ
っている。その中で、トリノ市は、産業構造
の転換による土地利用転換への対応や EU 諸
国の都市との都市間競争に打ち勝つために、
都市間ネットワークである鉄道網の増強・再
編と使われなくなった工場跡地などブラウ
ンフィールドの再活用を骨子とした都市再
生計画をつくり、プロジェクトを開始した。 
 スピーナ計画と呼ばれる新しい都市軸の
構想の中で、新駅ができるスピーナ２地区に
トリノ工科大学は隣接しており、都市軸を挟
んだ反対側にあった国鉄車両の修理工場跡
地などを利用し、大学としては、講義室、研
究室、カフェテリアなどの大学施設をはじめ
として、インキュベーションセンター、企業
と連携したリサーチセンターなど地域産業
振興のための施設や、文化、業務など都市施
設の立地も含めた新たな都市観光エリアを
構成しようとしている。（図４） 
 大学は、このような計画策定に積極的関与
し、市、行政当局に対して大学の専門的知識
を支援。供給しながら、新たな都市づくりに
参画するという地域との協働の体制が構築
されていることが確認された。 
 
 (5)以上の調査を踏まえてまとめが、表２で
ある。大学における地域との連携のしくみと
その内容、さらに連携している活動主体を整
理している。 
 
(6)最後に、ケーススタディとしてシンポジ
ウムとワークショップを行った中で抽出さ
れた知見と課題は以下のようである。 
①大学と地域を連携させるために、アーバン
デザインセンターといったような第３者機
関があると、中立的な立場で両者をマッチン
グさせ、活動を展開させることができる。 
②地域と大学を連携させるためにつくられ
る組織は、大学側にあるのではなく、地域側
にあり、地域をどうしていくのかという意志
を持った集団である必要がある。 
③欧米の事例を単純に我が国の先進事例と
して理解することは一概に正しくはない。今
日的な地域再生の枠組みと呼応できる能力
を持つ人材育成をどうやって日本の大学に
定着させていくことを目標とした日本独自
のシステムを考える必要がある。 
④学生が大学とは別の場所に活動するフィ
ールドを持つことは意味がある。リタイヤし
た先生やシンクタンク、コンサルタント OB
を活躍できる場に巻き込んで行く日本型シ
ステムの創出の工夫が必要になる。 
 
(7)これらをまとめて総合考察としては、 
①多様な主体が集まる仕組みと共有できる
場を用意すること、あるいはその体制をつく

ることが、持続的な環境資産形成のための実
現プラットフォームを具体化する上で重要
な点である。地域の問題を具体的に解決する
には、大学等の多彩な専門家が関わることが
できる仕組みをつくる必要がある。そのため
には、現在の大学自体の組織や姿勢も変化さ
せていく必要がある。大学でもなく地域でも
ない第３者的な組織が関わりながら、専門家
や市民同士が互いに刺激を受けることが、さ
らに持続的なまちづくり活動による地域資
産の形成への可能性を広げていくことにな
る。 
②欧米の事例でもあるように、地域連携活動
に携わるスタッフや時間の確保は、日本の今
の大学システムの中では困難である。しかし、
主に地方大学などで見られる社会連携や現
代 GP の試みは、米国のコミュニティカレッ
ジのような地域の市民を再教育し、人材を育
成するしくみへのチャレンジとも理解でき
る。このような仕組みのコーディネート役を
どのようにつくるかが今後の課題である。 
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